
 1

 

 

 

平成２７年度 

 

浜松市エネルギービジョン推進計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 1



 - 1 -

1 策定趣旨 

本市は、エネルギー政策を市民や事業者など、オール浜松で進めていくため

の全体構想（グランドデザイン）として、平成 25 年 3 月、「浜松市エネルギー

ビジョン」を策定しました。 

エネルギービジョンは、2030 年度までのエネルギー政策の方向性等を示すも

のであり、個別具体的な事業は示していません。個別具体的な事業は、毎年度、

エネルギー政策の進捗状況や国の動向、経済情勢等を踏まえ、立案し実施する

こととしています。 

こうしたことから、エネルギービジョンの平成 27 年度の実施計画として、「浜

松市エネルギービジョン推進計画」を策定しました。 

 

2 エネルギービジョンの概要 

エネルギービジョンで掲げた将来ビジョンは、「スマートシティ・浜松」。 

「スマートシティ」とは、“安心・安全で安定的なエネルギーを賢く利用し、

持続的に成長・発展する都市”で

あり、本市は、こうした都市を築

き、“エネルギーに対する不安のな

い社会”の実現を目指していきま

す。 

そのため、エネルギー自給率を

高める「再生可能エネルギー等の

導入」、低炭素社会を実現する「省

エネルギーの推進」、エネルギーを

最適利用する「エネルギーマネジ

メントシステムの導入」、スマート

シティ・浜松を技術的に支え地域

経済を活性化する「環境・エネル

ギー産業の創造」をエネルギー政

策の 4 本柱として、様々な事業に

取り組みます。 

 

 

 

 

浜松市エネルギービジョン将来イメージ 
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3 推進方針 

平成 27 年度は、太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギーの導入や省エ

ネルギー化を一層推進するとともに、産業政策の一環として、エネルギー政策

を推進するため、浜松版スマートシティの実現に向けた取組みを強化します。 

具体的には、「スマートシティの実現」については、エネルギーに対する不安

のない強靭で低炭素な社会である「浜松版スマートシティ」の実現を目指し、

産学官金が一体となって推進する「浜松市スマートシティ推進協議会」を設置

します。本協議会では、参画企業、大学、行政等により将来ビジョンの共有化

を図り、民間活力を最大限活かし、スマートシティ実現に向けたプロジェクト

の創出を目指します。また、政策遂行のため、必要な情報の収集や分析を行い、

具体的なマスタープランである「浜松市スマートシティ実行計画」を策定しま

す。さらに、再生可能エネルギーの地産地消を進めるため、民間事業者ととも

に新電力会社を設立します。 

「再生可能エネルギー等の導入」については、事業用の太陽光発電導入件数

日本一を維持するとともに、浜松市ソーラーセンターを活用しながら、太陽エ

ネルギーの発電及び熱利用施設の建設・誘致や、住宅及び事業所・工場等の屋

根への設置を進めていきます。また、再生可能エネルギーを活用した防災拠点

の強化を目的に、一次避難所に蓄電池付き太陽光発電システムなどを設置しま

す。さらに、地元金融機関と連携したソーラーローンの販売拡大や太陽光発電

を活用した地域活性化方策についての調査研究も進めます。バイオマスについ

ては、国に認定された「バイオマス産業都市構想」に基づき、木質バイオマス

発電所や生ごみを活用したバイオガス発電所などの実現に向けた取り組みを進

めていきます。小規模水力発電や風力発電についても導入に向け、民間事業者

の取り組みを支援していきます。安定的な電源として期待できるガスコージェ

ネレーションについては、特に事業用について導入が進むようガス会社等と連

携して各種啓発事業を進めていきます。 

「省エネルギーの推進」については、公共施設の省エネルギー化を進めるた

め、照明設備の LED 化や空調の高効率化など、投資効果の高い省エネルギー改

修を実施します。また、市民や事業者の省エネルギー化を進めるため、浜松市

地球温暖化防止活動推進センターを通じて、省エネセミナーの開催や「省エネ

ネットワーク」を運営するほか、新エネ省エネトップランナー事業者の認定や

エコハウスコンテストなどを実施します。また、市内事業所の省エネ化を図る

ため、（一社）省エネルギーセンターなどと連携をして、省エネ診断や省エネ対

策を推進します。 

「エネルギーマネジメントシステムの導入」については、住宅のスマートハ

ウス化を推進するため、太陽光発電に加え、新たに燃料電池等の自家発電設備

や蓄電池、ホーム・エネルギー・マネジメントシステムの導入を支援します。

また、民間事業者のエネルギーマネジメントシステムの導入に対し支援します。
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さらに、将来を見据えた取組みとしては、新たな電力需給システムや遊休地を

活用したスマートハウス街区などの開発可能性について調査研究を進めていき

ます。 

「環境・エネルギー産業の創造」については、環境・エネルギー分野の技術

開発支援を行うと共に、エネルギービジネスの創造や効果的なエネルギー利用

の推進を担う人材の育成を目的に専門講座を開催します。 
以上、平成 27 年度は、こうした事業を推進し、エネルギービジョンの目標値

であるエネルギー（電力）自給率について、8.7%を目指していきます。 

 

 

4 エネルギー政策関連予算 

（1）平成 27 年度当初予算（平成 26 年度補正予算（繰越）含む） 

政策 
平成 26 年度 

予算 
平成 27 年度 
当初予算 増減 

1.スマートシティの実現 0 千円
12,561 千円 

（うち H26 補正 
1,000 千円） 

12,561 千円

2.再生可能エネルギー等の導入 408,040 千円
136,570 千円 

（うち H26 補正 
6,000 千円） 

▲271,470千円

3.省エネルギーの推進 951,519 千円 1,323,292 千円 371,773 千円

4.エネルギーマネジメントシステ

ムの導入／スマートコミュニテ

ィの構築 
142,903 千円 126,500 千円 ▲16,403 千円

5.環境・エネルギー産業の創造 128,500 千円 154,527 千円 26,027 千円

合計 1,630,962 千円
1,753,450 千円

（うち H26 補正 
7,000 千円）

122,488 千円

 

（2）対象別区分 

エネルギー政策関連予算を政策及び対象別に区分すると次ページのとおり。 

また、エネルギー政策の推進においては、市の予算以外に、国や県の予算

も積極的に活用していきます。 
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●浜松版スマートシティ
実行計画策定事業

●スマートシティ構築に
向けた調査･研究

●新電力会社への出資

●新電力会社への出資

●浜松市スマートシティ
推進協議会運営事業

●スマートシティビジネス
講座開催事業

●浜松市スマートシティ
推進協議会運営事業

スマートシティの実現

●土地区画整理調査事業●浜松市地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）策定基
礎調査

○小規模水力発電の設置

○小規模火力発電所立地可能性
●浜松市地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）策定基礎調査

調査研究

・計画策定

●創エネ・省エネ・蓄エネ型
住宅推進事業

●創エネ・省エネ・蓄エネ型住
宅推進事業

●街路灯・防犯灯LED化促進
事業

●創エネ・省エネ・蓄エネ型住宅
推進事業

○はままつ太陽光発電パート
ナーシップ協定

資
金

●成長産業創出支援事業

（新産業創出事業費補
助金）

●パワーエレクトロニクス
事業化研究会

●スマートシティ推進･実証
事業（補助金）

●エネルギーマネジメント
システム導入支援事業

●街路灯・防犯灯LED化促進
事業

●環境負荷低減・先進的技術
導入支援事業

◆静岡県「新エネ・省エネ設備
等導入促進資金

●再生可能エネルギー活用支援
事業

○「バイオマス産業都市」構想

◆静岡県「新エネ・省エネ設備等
導入促進資金」

資
金

啓
発
・
人
材
･
事
業

啓
発
・
人
材
･
事
業

●省エネルギー改修推進
事業

●省エネルギー改修推進事業

●庁舎省エネルギー事業

●街路灯・防犯灯･道路等
LED化促進事業

●電気自動車用急速充電器
管理運営事業

●省エネルギー計画等企画推
進事業

●再生可能エネルギー等導入推
進基金事業

●太陽光発電導入促進事業

○公共施設屋根貸し太陽光発電
事業

公共

●浜松市スマートシティ推
進協議会運営事業

●エネルギービジネス講
座開催事業

●エネルギービジネス講座
開催事業

●スマートシティシンポジウ
ム開催事業

●エネルギービジネス講座開
催事業

●新エネ･省エネトップラン
ナー業

●エコハウスコンテスト事業

●浜松市ソーラーセンター運営
事業

●次世代ダイバーシティエネル
ギーパーク

○はままつ太陽光発電パート
ナーシップ協定

○大規模太陽光発電所建設誘致

○ガスコージェネレーション導入
拡大

事業者

環境・エネルギー産業創
造

●浜松市スマートシティ推
進協議会運営事業

エネルギーマネジメント
システム導入

●地球温暖化対策事業

●電気自動車用急速充電器
整備事業

●エコハウスコンテスト事業

省エネルギー推進

●浜松市ソーラーセンター運営
事業

●次世代ダイバーシティエネル
ギーパーク

○はままつ太陽光発電パート
ナーシップ協定

再生可能エネルギー等導入

市民

政策

対象

●予算あり ○予算なし
赤字：新規事業
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5 事業内容 

（１）スマートシティの実現                         

●《新規》浜松市スマートシティ推進協議会運営事業【予算額：810 千円】 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   地域内外の有識者や、経済界、金融機関、行政が一体となってスマート

シティを実現していくため、「浜松市スマートシティ推進協議会」を設置

及び運営します。 

   本協議会では、本市が有する多様なフィールドにおいて、民間活力を最

大限活かして、再生可能エネルギー等の導入による多様な分散型電源の確

保や徹底した省エネ対策、エネルギーの効率的な利用を推進するなど、新

しいまちづくり、新たな産業の創出、地域活性化推進の創出を目指します。 

  ・設立：平成 27 年 6 月 

《協議会メンバー》 
・市内でスマートシティ実現に向けたプロジェクト実施に意欲のある

地域内外の事業者や団体、有識者、大学等研究機関、金融機関、行

政機関など 

《活動内容》 
・勉強会やマッチング交流会などを通じて、会員間で連携して課題解

決や事業展開を目指す「プロジェクト創生型」の活動を展開します。 

 

●《新規》浜松版スマートシティ実行計画策定事業【予算額：5,751 千円】 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

 スマートシティの実現に向け、地域企業、大学、行政等において、将来

ビジョンの共有や役割を明確にするとともに、各主体が取り組む関連プロ

ジェクトを計画的に推進していくための実行計画を策定します。 

   なお、本予算は、実行計画を策定するための基礎調査に要する経費です。 
《実行計画》 

・策定年度：平成 27 年度中 

・目標年度：平成 42 年度（2030 年度） 

  《基礎調査》 
・調査内容：エネルギー需給に係る地域特性の調査及び分析や、地域 

          特性に合わせたスマートコミュニティの実現可能性など 
・調査期間：平成 27 年 6 月～12 月 

以下、●予算あり ○予算なし

※平成26年度2月補正 
「地域住民生活等緊急支援のための交付金（地方創生先行型）事業」
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●《新規》スマートシティビジネス講座開催事業※【予算額：1,000 千円】 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   今後成長が期待されるスマートシティ関連技術によるビジネス創造を目

的に、浜松市スマートシティ推進協議会と連携し、地域企業を対象とした

専門講座を開催します。 

・対象：地域企業等 

   ・内容：全 5 回程度 

 

●《新規》新電力会社への出資【予算額：5,000 千円】 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   再生可能エネルギーの地産地消等を目的に民間事業者と共に新電力会社

を設立します。 

   新電力会社は、太陽光発電など市内の再生可能エネルギー電源から電力

を調達し、クリーンで安価な電力を市民や企業、公共施設に供給します。 

   ・名 称：（仮称）浜松新電力 

・出資金：6,000 万円程度 

・出資者：本市のほか電力供給に実績のあるエネルギー関連企業など 
   ・設 立：平成 27 年秋頃（予定） 

   ・電力供給：平成 28 年 4 月（予定） 

  

○スマートシティ構築に向けた調査・研究 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

  スマートシティの実現構築に向け、浜松市スマートシティ推進協議会

の会員企業と連携をして、遊休地を活用したスマートハウス街区やスマ

ートマンション、公共施設など、個々の建物や面的なエリアにおける浜

松市域での開発可能性などについて、調査・研究を行います。 

〔事業期間〕 

 平成 27 年 4 月～ 
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（２）再生可能エネルギー等の導入 
①太陽光発電                       

●浜松市ソーラーセンター運営事業※ 【予算額：3,000 千円】（㉖3,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

・太陽エネルギー事業化支援・相談事業  

太陽エネルギーの発電及び熱利用に係る常設の事業化支援・相談窓口と

して、施設設置の可否、事業計画の策定、メンテナンス方法等について助

言等を行います。 

  ・太陽エネルギー事業用地登録・マッチング事業 

発電及び熱利用関連の事業を行いたい事業者と遊休地等を提供したい

地権者や建物所有者を登録し、マッチングを実施します。  

  ・太陽エネルギー関連事業者のデータベース事業 

販売や施工等のトラブルを未然に防止するため、販売店や設備業者等の

実績を可視化し、データベース化して公表します。  

  ・太陽エネルギーセミナー開催事業 

    市民や事業者を対象に、太陽エネルギーの発電や熱利用関連事業に係

るセミナーを開催します。 

セミナーは、普及・啓発、基礎知識習得、専門技術習得など、対象者に

合わせて開催します。 

   

●再生可能エネルギー等導入推進基金事業 

 再生可能エネルギー等を活用した防災拠点の強化や児童・生徒に対する環境

教育を目的に、環境省補助金（グリーンニューディール基金）等を活用し以下

の事業を行います。 

ア．公共施設再生可能エネルギー等導入事業 

【予算額：119,348 千円】（㉖376,800 千円） 

産業部エネルギー政策課 

学校教育部学校施設課 

〔事業内容〕 

災害時に多くの市民を収容可能な一次避難所（小中学校）4 施設に、太

陽光発電システムと蓄電池を導入します。 

・設置校：太陽光発電＋蓄電池 湖東中学校 浅間小学校 

     蓄電池       篠原中学校 北部中学校 
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イ．民間施設再生可能エネルギー等導入支援事業 

【予算額:10,000 千円】（㉖20,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

津波避難ビルに指定されている民間施設や、市民の生命を守る医療施設

並びに福祉施設（福祉避難所を含む）等に、災害時における最低限の電力

や給湯を確保するため、太陽光発電システムと蓄電池や太陽熱利用システ

ムを設置する民間事業者に対し、補助金を交付します。 

・補助率・補助金額：対象経費の 1/3 以内、上限 10,000 千円 

・交付件数：1 件程度 

   

●太陽光発電導入促進事業【予算額：1,000 千円】（㉖1,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

公共施設を活用したメガソーラー等の太陽光発電事業を実施するために

必要な調査や測量に係る経費です。 

 

●再生可能エネルギー活用支援事業※【予算額：3,000 千円】（㉖3,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   再生可能エネルギーを活用した地域活性化事業や、太陽光発電以外の再

生可能エネルギーによる発電事業の導入を促進するため、当該事業の導入

可能性調査を支援します。 

   ・補助対象事業：太陽光発電※、小水力発電、小規模風力発電、バイオマ

ス発電、太陽熱利用、地中熱利用、」ガスコージェネ  

レーション、燃料電池の導入可能性調査 
※太陽光発電の単独事業は補助対象外。地域活性化に関わる取

り組みとの組み合わせが必要 
・補助率対象経費の 1/3 以内（上限 1,000 千円） 
・補助対象：市内に点在する再生エネルギーを活用して発電事業を行お

うとする企業及び企業グループ 

・補助率・補助金額：対象経費の 1/3 以内 上限 1,000 千円 

・交付件数：3 件程度 
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○大規模太陽光発電所・建設誘致 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

民間事業者による大規模太陽光発電所の建設に係る行政手続き等につい

て、ワンストップで支援します。 

〔事業期間〕  

   平成 27 年 4 月～ 

 

 ○はままつ太陽光発電パートナーシップ協定 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

本市と協定を締結した地元 9つの金融機関が太陽光発電の導入拡大に向け、

ソーラーローン等の金融商品の販売拡大や各種啓発事業を連携して行いま

す。 

  ・締結金融機関  

    静岡銀行 浜松信用金庫 遠州信用金庫 清水銀行 磐田信用金庫 

    静岡県労働金庫 JA とぴあ浜松 JA 遠州中央 JA みっかび 

〔事業期間〕  

   平成 27 年 4 月～ 
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○公共施設屋根貸し太陽光発電事業 

産業部エネルギー政策課 

学校教育部学校施設課 

〔事業内容〕 

   小中学校 12 校の屋上を民間事業者に貸し出し、太陽光発電事業及び環境

教育などを実施します。※平成 25 年度からの継続事業 

   《運転開始済》 

学校 事業者 発電出力 

富塚西小学校 ㈱ハマネン 40kW 

佐鳴台中学校 東海防災㈱ 20kW 

芳川北小学校 ㈱シーテック 49kW 

都田南小学校 ㈱ハマネン 40kW 

北浜東小学校 ㈱シーテック 40kW 

北浜北小学校 ㈱シーテック 49kW 

内野小学校 ㈱中村組 49kW 

浜北北部中学校 東海防災㈱ 30kW 

和田東小学校 ＲＮＨソーラー西日本合同会社 38.5kW 

初生小学校 ＲＮＨソーラー西日本合同会社 49.5kW 

中川小学校 ＲＮＨソーラー西日本合同会社 22kW 

北濱小学校 ＲＮＨソーラー西日本合同会社 11 kW 

合計発電出力 438kW 

 

 

②バイオマス発電 

●（再掲）再生可能エネルギー活用支援事業※ 

【予算額：3,000 千円】（㉖3,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容･事業期間〕 

  「Ｐ8」に記載のとおり。 
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○「バイオマス産業都市」構想推進 

産業部エネルギー政策課 

産業部農業水産課 

産業部農業振興課 

産業部林業振興課 

環境部資源廃棄物政策課 

上下水道部上下水道総務課 

〔事業内容〕 

    「バイオマス産業都市」構想に掲げた以下の民間主導による 4 つの発電プ

ロジェクトを官民一体となって推進します。 

   ・木質バイオマス発電プロジェクト 

間伐材などの未利用材を活用とした直接燃焼によるバイオマス発電

プロジェクト。 

5,000kW の発電設備により、年間 39,600MWh の発電量を想定。 

     平成 31 年度運転開始予定。 

・木質バイオマス熱電併給プロジェクト 

小径木や枝条部を活用した木質ガス化発電及び熱供給プロジェクト。 

130kW の発電設備により、 年間 550MWh の発電量を想定。 

     平成 29 年度運転開始予定。 

   ・生ごみバイオマス発電プロジェクト 

事業系一般廃棄物（生ごみ）を活用したバイオガス発電プロジェクト。 

500kW の発電設備により、年間 3,960MWh の発電量を想定。 

     平成 29 年度運転開始予定。 

   ・下水汚泥バイオマス発電プロジェクト 

下水道終末処理施設から発生する下水汚泥を活用した燃料電池によ

る発電プロジェクト。 

600kW の発電設備により、年間 5,081MWh の発電量を想定。 

      平成 29 年度運転開始予定 

〔事業期間〕 

   平成 27 年 4 月～ 

 

 

 

 

 

 



 - 12 -

 

③小規模水力発電 

●（再掲）再生可能エネルギー活用支援事業※ 

【予算額：3,000 千円】（㉖3,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容･事業期間〕 

 「Ｐ8」に記載のとおり。 

 

○小規模水力発電所の誘致及び設置に向けた調査研究 

  産業部エネルギー政策課 

産業部農業水産課 

〔事業内容〕 

  準用河川を活用した民間事業者による小規模水力発電所の誘致を進めま

す。 

また、農業用水を活用した小規模水力発電の設置に向けた調査・研究を

行います。 

〔事業期間〕 

 平成 27 年 4 月～ 

 

 

④風力発電 

●（再掲）再生可能エネルギー活用支援事業※ 

【予算額：3,000 千円】（㉖3,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容･事業期間〕 

  「Ｐ8」に記載のとおり。 

 

○風力発電所の誘致及び風力発電施設ガイドラインの運用 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   民間事業者による風力発電所の誘致を進めます。 
また、発電設備の設置おいては、「風力発電施設ガイドライン」に基づき、

必要な調整を行います。 
〔事業期間〕 

 平成 27 年 4 月～ 
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⑤小規模火力発電・ガスコージェネレーション 

●（再掲）再生可能エネルギー活用支援事業※ 

【予算額：3,000 千円】（㉖3,000 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容･事業期間〕 

  「Ｐ8」に記載のとおり。 

 

○小規模火力発電所立地可能性の調査・研究 

   産業部エネルギー政策課 
〔事業内容〕 

 再生可能エネルギーを補完し地域独自の安定的な電源として期待できる

小規模火力発電所の立地可能性について調査・研究を行います。 

〔事業期間〕 

  平成 27 年 4 月～ 

 
 ○ガスコージェネレーションの導入拡大 

産業部エネルギー政策課 
〔事業内容〕 

 災害に強く、エネルギー効率が高い安定的な分散型電源であるガスコー

ジェネレーションの導入拡大に向け、特に事業者に対する啓発事業等をガ

ス会社等と連携して進めます。 

〔事業期間〕 

  平成 27 年 4 月～ 
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⑥その他 

●《新規》次世代エネルギーパーク推進事業【予算額：222 千円】 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   浜松市次世代ダイバーシティエネルギー

パーク※1 を通じて、本市に立地するエネル 

ギー施設や再生可能エネルギーポテンシャル

を全国に発信し、再生可能エネルギー設備や

企業等のさらなる集積を図ります。 

また、次代を担う小学生に対する環境教育

を目的に、経済産業省より認定を受けた「浜

松市次世代ダイバーシティエネルギーパー

ク」を親子で巡る「エネルギーパークツアー」

を開催します。 

 

・ 対象：市内小学 4~6 年生とその保護者 

（12 組 24 人/回） 

   ・開催時期：夏休み期間中（8 月）、冬休み期間中（12 月）（予定） 

計 2 回 

 

※1浜松市次世代ダイバーシティエネルギーパーク 
平成 24 年 10 月、県内で初めて経済産業省から認定された次世代エネルギーパーク。 
日本トップクラスの日照時間と豊かな自然に恵まれた広大な市域全体をエネルギーパーク
に位置づけ、太陽光、太陽熱、風力、水力、バイオマスなどの豊富かつ多種多様な再生可能
エネルギー施設や資源を「シーサイドゾーン」、「レイクゾーン」、「フォレスト・リバーゾー
ン」に区分し、地域別・テーマ別に体験・体感・学習することができる。 
浜松・浜名湖太陽光発電所や佐久間ダムなど 24 施設が対象施設。 
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（３）省エネルギーの推進                           

●庁舎省エネルギー事業【予算額：69,984 千円】（㉖69,984 千円） 

財務部アセットマネジメント課 

〔事業内容〕 

①高効率熱源システムの更新、②外気冷房の導入、③中央監視室の個別空

調管理、④執務室照明器具の高効率化、⑤高効率電気温水器、⑥断熱フィル

ムの導入などを ESCO 事業により行い、市役所本庁舎の省エネルギー化を

進めます。 

・事業契約期間：平成 21 年 1 月 13 日から平成 28 年 9 月 30 日まで 
             設備工事期間： 

平成 21 年 1 月 13 日から平成 21 年 9 月 30 日 
                        ESCO サービス期間： 

平成 21 年 10 月 1 日から平成 28 年 9 月 30 日  

・受託事業者：㈱トーエネック（工事及び維持管理） 

          三菱 UFJ リース㈱（ファイナンス業務） 

 

●街路灯・防犯灯・道路灯 LED 化促進 

 街路灯・防犯灯・道路灯の LED 化を促進するため以下の事業を行う。 

ア．防犯灯設置維持管理助成事業 

【予算額：641,586 千円】（㉖622,136 千円） 

市民部市民協働・地域政策課 

〔事業内容〕 

自治会が設置する防犯灯の省エネルギー化と電気料金等の維持管理費用

を削減するため、LED 防犯灯設置費等に対し補助金を交付する。 

・補助対象者：市内自治会 

・補助対象設備：LED 防犯灯 

・補助金額（上限）：共架式 22,400 円 独立式 44,000 円 

※上記のほか、防犯灯の維持管理費に対する補助金有 
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イ.商店街街路灯 LED 化助成事業【予算額：10,000 千円】（㉖10,000 千円） 

産業部産業振興課 

〔事業内容〕 

商店街が設置する街路灯の省エネルギー化と電気料金等の維持管理費用

を削減するため、LED 街路灯の改修工事等に対し補助金を交付します。  

   ・補助対象者：街路灯維持管理団体：65 団体 

・補助対象設備：LED 街路灯 

・補助金額：1 基あたり上限 100 千円 

・補助率 1/2  

  

ウ．《新規》道路照明灯 LED 化更新事業【予算額：400,000 千円】 

土木部道路課 

〔事業内容〕 

道路照明の LED 化により、消費電力量や CO2 排出量削減等の環境負荷

の低減及び、維持管理コストの縮減を図ります。 

   ・更新対象：12,426 基（水銀灯 2,972 基、高圧ナトリウム灯 9,454 基） 

・実施期間：平成 27 年度～平成 31 年度 

・コスト削減効果：約 48,000 千円／年（全基更新後） 
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●地球温暖化対策事業 

浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）に基づき、以下の事業を行う。 

  ア．浜松市地球温暖化防止活動推進センター運営費 

【予算額：5,616 千円】（㉖5,658 千円） 

環境部環境政策課 

〔事業内容〕 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき市が指定した「浜松市

地球温暖化防止活動推進センター」を活用しながら、地球温暖化対策や省

エネルギーについての啓発を行います。 

・エコハウスモデル住宅の管理運営 

エコハウスの考え方の説明や家庭でできる省エネ対策の学習会、啓発イ

ベントなどを実施します。 

・省エネネットワークの運営 

省エネをビジネススタイルやライフスタイルとして定着させるための

応援団として構築した「省エネネットワーク」の運営を通じ、市民や事業

者への啓発を行います。 

・省エネセミナーの開催 

市民や事業者に対して、簡単な工夫でできる身近な省エネ化手法を紹介

するセミナーを開催します。 

 

イ．《新規》浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）策定基礎調査業務 

【予算額：3,500 千円】 

環境部環境政策課 

〔事業内容〕 

本市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の見直しを平成 28 年度に実

施するための基礎情報を収集します。 

 

ウ．電気自動車用急速充電器管理運営事業 

【予算額：4,986 千円】（㉖40,735 千円） 

環境部環境政策課 

〔事業内容〕 

花川運動公園等、市有施設 6 ヶ所に整備した電気自動車用急速充電器の

管理運営を行い、低炭素な次世代自動車の普及に努めます。 
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エ．新エネ・省エネトップランナー事業【予算額：77 千円】（㉖46 千円） 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

省エネルギー対策等に先進的に取り組む事業者をトップランナー事業者

として認定する。また、特に優秀な取組を行う事業者をトップランナー大賞

として表彰します。 

 

オ．エコハウスコンテスト事業【予算額：290 千円】（㉖314 千円） 

環境部環境政策課 

〔事業内容〕 

住宅の基本性能を高めることでエネルギー使用量を低減させることがで

きる“エコハウス”の設計手法を競い合い、優秀な提案を表彰する「エコハ

ウスコンテスト」を開催します。 

 

●省エネルギー計画等企画推進事業【予算額：1,280 千円】（㉖1,470 千円） 

環境部環境政策課 

 〔事業内容〕 

市有施設のエネルギー管理定期報告書等を作成するとともに、全ての市

有施設を対象に、エネルギー管理標準（設備の省エネ運転基準書）の点検

を行い、更なる改善に向けた見直しを実施します。 

 

●省エネルギー改修推進事業 

  市有施設の省エネルギー化を推進するため、以下の事業を行います。 

ア．LED 照明一括導入事業【予算額：160,773 千円】（㉖167,305 千円） 

環境部環境政策課 

〔事業内容〕 

市有施設（15 施設程度）において、蛍光灯及び誘導灯を一括で LED 化し、

省エネルギーを推進します。 

 

イ．省エネルギー改修事業【予算額：15,200 千円】（㉖22,000 千円） 

環境部環境政策課 

〔事業内容〕 

   市有施設（3 施設程度）において、空調機器のインバータ化や照明設備の

LED 化など、投資効果の高い省エネルギー改修を実施します。 
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●施設園芸温室効果ガス排出削減対策支援事業費補助金 

【予算額：10,000 千円】（㉖10,000 千円） 

産業部農業振興課 

〔事業内容〕 

温室効果ガス排出削減及び燃油価格の影響を受けにくい経営構造への転

換を推進するために必要な設備等の導入に対し補助金を交付します。 

・補助対象者：市内で施設園芸を営む認定農業者及び認定新規就農者 

・補助対象設備：①省エネルギー加温設備（ヒートポンプ、木質ペレット

ボイラー等）の導入 

        ②燃油使用量削減のための設備（多重被覆、被覆張替え、

循環扇の導入等）の導入（ただし、被覆張替えは、既

存の被覆材より保温効果の高い資材を導入した場合

に限る）  

・補助金額：  ①省エネルギー加温設備の導入 

事業費の 25％以内 上限 500 千円 

②CO2(燃油使用量)削減のための設備の導入 

事業費の 20％以内 上限 400 千円以内 

③「②」の内、CO2(燃油使用量)削減率が低い設備 

          事業費の 15％以内 上限 300 千円以内 

                 （ただし、削減率の算出式は統一したものとする） 

・事業期間：平成 27 年度から平成 29 年度 

 

○省エネ対策推進事業 

産業部エネルギー政策課 
〔事業内容〕 

市内事業所の省エネの推進を図るため、（一社）省エネルギーセンターや

静岡県中小企業団体中央会等と連携をして、省エネ診断、省エネ対策のあ

っせんを行うとともに、省エネに関する各種情報の発信等を行う。 

〔事業期間〕 

  平成 27 年 4 月～ 
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（４）エネルギーマネジメントシステムの導入／スマートコミュニティの構築       

●創エネ・省エネ・蓄エネ型住宅推進事業 

【予算額：114,500 千円】（㉖129,800 千円） 

産業部エネルギー政策課   

〔事業内容〕 

次世代型住宅（スマートハウス）の設置を促進するため、「太陽光発電シ

ステム」、「燃料電池」、「コージェネレーションシステム」、「蓄電池」、「高

性能ホーム・エネルギーマネジメント・システム（HEMS）」を設置する市

民等に対し補助金を交付します。 
   ・補助金額：太陽光発電システム（発電出力 3kW 以上）定額 40 千円 
         燃料電池（商品名：エネファーム） 定額 100 千円 

家庭用ガスエンジン式コージェネレーションシステム（商

品名：エコウィル） 定額 50 千円 
         蓄電池（1kWh あたり 20 千円、上限 100 千円） 
         高性能 HEMS 定額 10 千円 
   ・補助件数：太陽光発電システム 2,500 件 
         燃料電池 70 件 

家庭用ガスエンジン式コージェネレーションシステム 30 件 
         蓄電池 50 件 
         高性能 HEMS 100 件 
 
●《新規》スマートシティ推進・実証事業（補助金）【予算額：6,000 千円】 

産業部エネルギー政策課 

〔事業内容〕 

   事業所や工場、店舗など、民間事業者のエネルギーマネジメントシステ

ムの導入に対し補助金を交付します。 

・補助対象：市内の複数の電力需要地における電力需給を遠隔で一元的

に管理するエネルギーマネジメントシステム及び付随する

設備 

・補助率・補助金額：対象経費の 1/3 以内 上限 3,000 千円 

・交付件数：2 件程度 

 

●《新規》土地区画整理調査事業【予算額：6,000 千円】 

都市整備部土地政策課 

〔事業内容〕 

  工場跡地において、本市の地域特性を活かした浜松版スマートタウンを

実現するための土地利用に向けた調査等を行います。 
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（５）環境エネルギー産業の創造                        

●成長産業創出支援事業（新産業創出事業費補助金） 

【予算額：151,527 千円】（㉖125,729 千円） 

産業部産業振興課 

〔事業内容〕 

環境・エネルギー産業をはじめとした成長産業 6 分野に関する新技術・

新製品の事業化に向けた研究開発、製品開発を支援します。 

・補助対象者：市内に主たる事務所を有する中小企業者 

・補助対象事業：成長産業 6 分野における新技術・新製品の研究開発 

及び製品開発 

・補助金額：製品開発補助金 

（補助率 1/2 以内、上限 10,000 千円） 

研究開発補助金 

（補助率 1/2 以内、上限 5,000 千円） 

 

 ●パワーエレクトロニクス事業化研究会 

【予算額：3,000 千円】（㉖2,000 千円） 

産業部産業振興課 

〔事業内容〕 

(公財)浜松地域イノベーション推進機構が中心となり、パワーエレクト

ロニクス事業化研究会を活用して、環境・エネルギー分野において新たな

産業創出を推進します。 
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6 成果目標 

浜松市エネルギービジョンでは、再生可能エネルギー等の導入や省エネルギ

ーを推進し、平成 42 年度（2030 年度）までに、本市のエネルギー（電力）自

給率※を平成 23 年度（2011 年度）の 4.3%から 20.3%にすることを目標として

います。 

こうした中、昨年度は、目標を当初より 2 年程度前倒しをした 7.7%の目標に

対し、目標を上回る 8.2％を達成することができました。これは、太陽光発電の

導入が当初予想を上回るスピードで進んでいることと、省エネ等による市内の

消費電力量の減少が要因と言えます。 

そこで、平成 27 年度については、こうした太陽光発電の導入や省エネ化をさ

らに推進し、エネルギービジョン策定時に設定した目標値を前倒し、8.7%の達

成を目指していきます。 

 

 平成 23 年度

（2011 年度）

平成 24 年度

（2012 年度）

平成 25 年度

（2013 年度）

平成 26 年度 
（2014 年度） 

平成 27 年度

（2015 年度）

目標 - 5.0% 5.7% 7.7% 8.7% 
エネルギー 

（電力）自給率 
実績 4.3% 5.1% 6.6% 8.2％ 

 

 

 

※エネルギー（電力）自給率 

 

 

 

 

※市内の年間総電力使用量には、太陽光発電 10kW 未満の自家消費分相当量を含む。 

 

エネルギー（電力）自給率を高めるためには、再生可能エネルギー等の発電量を増加

させることに加え、総電力使用量の削減に取り組むことが必要。 

 

 

 

 

 

エネルギー（電力） 
自給率 ＝ 

市内の年間総電力使用量 

市内に立地する再生可能エネルギー等による年間発電量
（電力会社以外） 
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7 推進組織 

新エネルギー推進事業本部を平成２４年度に設置以降、初期の目的であった

再生可能エネルギーの導入については、事業用の太陽光発電の導入件数に続き、

太陽光発電の全出力合計の導入量においても日本一を達成するなど、一定の成

果を挙げました。しかしながら、エネルギー政策は、今後も推進していくべき

行政課題であります。 

このため、産業政策の一環としてエネルギー政策を推進していくため、平成

２７年７月に新エネルギー推進事業本部の機能を産業部に移管し、「エネルギー

政策課」を新設します。 

エネルギー政策は、全庁を挙げて取り組むべきものであり、こうした政策を

戦略的かつ迅速に進めていくためには、市長によるトップマネジメントが重要

であり、市長を本部長とする「浜松市エネルギー推進本部」を引き続き全庁的

な推進組織とし、エネルギー政策を推進していきます。 

 また、エネルギー政策に PDCA サイクルを取り入れるため、国内の有識者等

から本市のエネルギー政策に対し助言や提言等を行う外部組織である「浜松市

エネルギー政策推進会議」も引き続き開催していきます。 
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平成 27 年度 浜松市エネルギービジョン推進計画 

浜松市産業部エネルギー政策課 

〒430-8652 静岡県浜松市中区元城町 103-2 

TEL:053-457-2503 FAX:050-3730-8104 

E-mail:ene@city.hamamatsu.shizuoka.jp 

 


